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ジェンダー政策の形成過程
─理論的考察と韓国の事例

申　琪　榮

本稿はジェンダー政策形成過程に関するフェミニスト政治学（Gender and Politics）の
先行研究を概観し，とりわけ，クリティカル・マス論，クリティカル・アクター論，政策
ネットワーク論，そして近年のフェミニスト制度論（feminist institutionalism）の有効性
を考察する。後半はこれらのアプローチから得た知見を手がかりに，2000 年代に様々なジ
ェンダー平等政策を導入した韓国における二つのジェンダー立法─選挙クオータ制度の
導入と家族法改正─を分析し，ジェンダー政策形成過程の特徴を見出すことを目的とする。

キーワード：フェミニスト制度論，ジェンダー政策，政策形成過程，韓国，家族法改正，
クオータ制度

特集：政治を動かそう
─政策形成過程とジェンダー・ストラテジー



─ 36 ─

国際ジェンダー学会誌　Vol. 11（2013）

Ⅰ．はじめに

新しいジェンダー政策はどのようにして形成されるのか。また既存の政策はど
のようにして変化しうるのか。新しい政策の導入や制度変化の説明は政治学の重
要な研究課題であるが，ジェンダー研究では十分な関心が払われて来なかった。
フェミニズムは，近代国家を家父長制の利益を代弁する権力とみなし，国家政策
や政治過程を分析する課題には比較的消極的であった（1）。しかし，1990 年代を
機に多くの国々では，ジェンダー平等を目指した新しい制度や法政策が導入され，
フェミニスト研究者の関心を呼び起こした。ジェンダー公正な政策への関心は，
国家が必ずしも既成権力の代弁者のみならず，ジェンダー関係を是正する変革の
役割をも担えることを気づかせた。国家は固定的で単一的な主体ではなく，多様
な利害関係が競合する制度的領域として見直され，政策の変容をもたらす条件に
関心が寄せられた（Chappell 2013）。とりわけ，「国家フェミニスト」と呼ばれ
るフェミニスト官僚や女性議員らは大きな注目を集め，ジェンダー主流化政策形
成過程に果たした彼女らの経験は本格的な学術研究の対象になった（2）。

ジェンダー平等の推進は，今では新生民主国家やポスト紛争地域でも取り組ま
れ，民主主義の歴史とジェンダー平等の水準は必ずしも比例するものではなくな
った。地域別にみるとアジアが比較的遅れているが（3），とりわけ日本は，先進民
主主義国家の中ではその進展が滞っている（4）。新しいジェンダー政策は，既存の
社会秩序を反映した制度に変容をもたらすだけに，既成権力の反対に遭うのは一
般的な現象である。にもかかわらず，男性中心主義が比較的強いアジア諸国でも
ジェンダー政策の導入程度は異なり，政策の内容や成果も多様である。たとえば，
日本と類似の戸籍制度や家族法を持っていた韓国では 2000 年代に入って戸籍廃
止を伴う大胆な法改正が行われたが，同じく 90 年代から家族法改正を求めてき
た日本では，今年ようやく一部改正が実現されるまで長年の苦闘が強いられた。
他方で，男女共同参画社会基本法やいわゆる DV 防止法は日本でも成功したジェ
ンダー立法として挙げられる。

このように類似したジェンダー政策であっても国や時期によって政策の導入過
程や制度変化の度合いは大きく異なる（5）。これら政策変化の違いはどのように説
明できるのか。なぜ特定の政策の導入は可能になり，他の政策は導入に失敗する
のか。ジェンダー政策を進める過程には他の政策とは異なる特有なポリテックス
が存在するだろうか。本稿は，これらの疑問に取り組み，ジェンダー平等を推進
する政策の形成過程の特徴を明らかにすることを目的とする。

本論では，ジェンダー政策形成過程に関するフェミニスト政治学（Gender 
and Politics）の先行研究をクリティカル・マス論，クリティカル・アクター論，
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政策ネットワーク論，フェミニスト制度論（feminist institutionalism）に分けて
概観し，女性の政治経済的な地位が日本と近いが近年様々なジェンダー平等政策
を導入した韓国の事例を手がかりにして，とりわけ注目に値する二つの政策変化

（選挙クオータ制度導入と家族法改正）を考察する。これら二つの政策は，いず
れも 90 年代後半から韓国女性運動の優先課題に位置づけられ，2000 年代の前半
に政策として実現されたため，ジェンダー政策の形成・決定過程を考察するに適
切な例と考えられる。

Ⅱ．フェミニスト政治学におけるジェンダー政策形成の説明

ここでは，フェミニスト政治学で議論されてきたジェンダー政策形成に関する
四つのアプローチについて概観する。それは，政策領域における①クリティカル・
マス（critical mass）論，②クリティカル・アクター（critical actors）論，③社
会運動を含めた政策ネットワーク（policy network）論，④アクターから構造に
関心をシフトしたフェミニスト制度論である。

Ⅱ− 1．クリティカル・マス（critical mass）論
クリティカル・マス（critical mass）理論は，女性が政治領域から排除されて

きた歴史からジェンダー立法が進まない最も根本的な原因を女性議員の少ない数
に見出す。クリティカル・マス論はもともと生物学の理論で，少数グループであ
っても集団全体に変化を及ぼしうる増殖の分岐点（tipping point）があり，それ
らの少数でありながら全体集団にとって無視できないグループをクリティカル・
マスと称した。それを応用して，フェミニスト政治学のクリティカル・マス論は，
既存の政治に変化をもたらしジェンダー政策を進めるためには一定程度の数の女
性議員がクリティカル・マスを成す必要があるとした。クリティカル・マス論に
よると，これまで議会に進出した少数の女性議員が（グループとしての）女性の
利益を代弁することが難しかった理由は，政策決定に関わる女性議員の性格やコ
ミットメント，あるいは特定の政策への選択よりは，女性議員の数が圧倒的に少
なかったところにある。女性議員は，少数のトークン（token）的な存在に止ま
り立法過程の中で一つの集団として影響力を持つことができなかった。そのよう
な状況を打破するためにはまず一定程度の数に達する必要があるとする。「女性
が女性を代表する」との前提の上でジェンダー立法を進める主体は女性であり，
従って，ジェンダー政策を進めるためには政治領域における女性の量的代表性を
高めることが最大の課題として位置づけられる。

クリティカル・マス論は，孤立した個々人の女性政治家は実現できないかもし
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れない政策の変化を「女性」という集団がもたらす可能性を示し，とりわけ女性
の量的政治代表性を高めるための重要な概念となった。現実政治では国連のジェ
ンダー主流化政策や各国のポジティブ・アクション政策における数値目標を設定
する根拠ともなっている（6）。

しかし，クリティカル・マス論は女性の量的代表性がどのようにして実質的代
表性を確保するのかの問題について理論が乏しい。つまり，クリティカル・マス
をなしえる最低限の数値は何なのか，一般的に援用されている最低 30％はどの
国でも十分なのか，または社会によって異なるのか。さらに，ジェンダー立法は
女性議員の増加率に比例して増えるのか，それともクリティカル・マスを超える
女性議員の増加は関係がないのか。クリティカル・マスがジェンダー政策に転換
されるメカニズムは何なのかなど，どのような条件であれば少数の女性議員がク
リティカル・マスとしてジェンダー立法に影響力を及ぼしえるのか（Beckwith 
and Cowell-Meyers 2007）が不明であり，またごく少数の女性たちが大きな政策
的変化をもたらすケースについては説明が不足する（Celis et al. 2008）。

Ⅱ− 2．クリティカル・アクター（critical actors）論
ジェンダー政策形成に関する二つ目のアプローチは，政策形成過程の中で重要

な役割を担うクリティカル・アクター（critical actors）に焦点を当てるアプロ
ーチである。政策決定者に焦点を当て政策変化を説明する分析は，政治学で最も
一般的な説明である。たとえば，政権交代による新しい政治連合が形成されるか，
民主化やクーデターなどで新しい政治エリート層が形成される場合，政権の政策
理念や利益構造に変化がもたらされる。新しい政治エリート達は，旧政権とは異
なる政策理念を実現するために，または支持層を意識した選挙戦略の一環として，
政策変化を打ち出す動機を持つ。ジェンダー関連の政策に関して言えば，左派政
党はマイノリティーに対する配慮や平等の価値を重視する政策理念を打ち出すた
め，ジェンダー平等の価値に親和性を持ち，政権の支持を得やすいとされている

（Annesley 2010, Chappell 2002, Krook 2009）。
しかし，左派政権の誕生自体がジェンダー平等政策の導入を担保するわけでは

ない。左派政権であっても，ジェンダー政策は政党の男性政治家にとってはマイ
ナーな領域にすぎず，クライエンテリズムのような直接的な利害関係が発生する
わけでもない。左派政権は好意的な環境にはなるかもしれないが，ジェンダー立
法を進めるにはさらにそのような好意的状況を生かし政策決定に導かせるクリテ
ィカル・アクターが必要である。一般的に政策形成過程でそれらの役割を担うア
クターは，政策起業家（policy entrepreneurs）（Kingdon 1984），規範起業家（norm 
entrepreneurs）（Finnemore and Sikkink 1998），制度起業家（institutional en-
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trepreneurs）（Schickler 2001）のように概念化され政策形成過程におけるその
役割が分析されてきたが，フェミニスト政治学はそれらに並んでジェンダー政策
決定に努めるアクターたちをジェンダー平等起業家（gender equity entrepre-
neurs） と概念化している（Chappell 2006）。 

ジェンダー平等起業家は，ジェンダー関連政策を進めるためにジェンダー政策
に深い関心を持つキーパーソンが政策決定過程に直接影響を及ぼす政治内部のア
クターを意味する点で，フェモクラット（femocrat）（7）と大いに重なる。フェモ
クラットは 90 年代までのオーストラリアの経験に基づき，初めは行政の女性政
策担当機関で働くフェミニスト官僚をさす用語であったが，次第に女性政策担当
機関に限定せずに，「フェミニズム信念のもとで，政府内部で力を持つ女性」を
意味する広い概念に発展した（Eisenstein 1996:68）。彼女らは様々な政治的条件
の中で政府内部アジテーター（inside agitators）としてジェンダー問題を政策の
議論に乗せ，政治内部から政策変化に導くフェモクラット戦略を施してきた

（Chappell 2002）。
それらクリティカル・アクターたちのフェモクラット戦略は，彼女らの政府内

部の位置や果たす役割によってさらに，ゲートオープナー（gate opener），ある
いは戦略的アクター（strategic actors）に細分化される場合もある（Annesley 
2010, 67）。これら政治内部で新しいジェンダー立法の可能性を切り開くゲートオ
プナーや政策形成の過程で戦略的に支持を動員するような戦略的アクターは，ク
リティカル・マス論が見落としている少数のクリティカル・アクターである。し
かし，クリティカル・アクターがどれほど効果的な役割を果たせるかは，個人の
信念の強さによることではなく政策決定の中枢部に配置され十分な資源を有しう
るのかによるとし，後で取り上げる制度論につなげている（Annesley 2010, 
Annesley and Gains 2010）。

これらクリティカル・アクターの役割は，オーストラリアの女性政策担当機構
やイギリス労働党のフェミニスト政策アドバイザー，日本の DV 防止法策定過程
に重要な役割を果たした超党派女性議員らの例に相当する（8）。

Ⅱ− 3．政策ネットワーク（policy network）論
クリティカル・アクター論がジェンダー立法過程における個人としての政策ア

クターを強調し，さらに政府内部の政治過程を主な分析対象とすることに対して，
政策ネットワーク論は政府内外にまたがる複数のアクターによる連携や動員構造
に注目する。ジェンダー立法のための政策ネットワークとして最も注目に値する
のは，ホリーのいうフェミニスト・トライアングル（feminist triangle）である（Holli 
2008）。ホリーは，フェミニスト政治学者が政策形成過程で際立つ女性のアクタ
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ーたち，とりわけ女性運動，女性議員（政治家），フェモクラットの三者間の協
力や連帯に注目してきたことに着目し，それら三者間の政策連携をフェミニスト・
トライアングルと称し，その理論的有効性を検討した。フェミニスト・トライア
ングルは，戦略的パートナーシップ（strategic partnership），エンパワーメント・
トライアングル（triangles of empowerment），ベルベット・トライアングル

（velvet triangles）とも呼ばれ，その意味と連携の範囲は研究者によって異なるが，
いずれも国家内部の女性議員や主に女性政策担当機関のフェモクラットと，市民
社会の女性運動または有識者グループとの協力関係を軸にしている。

政策ネットワーク論は前述した二つのアプローチに比べて，ジェンダー立法を
進めるためのアドボカシーにおいて国家と社会を繋ぐ女性運動のボトムアップ的
な役割に焦点を当てる。また，政策形成過程において資源の少ない女性たちがイ
ンフォーマルネットワークを通じて政府内外の資源を最大に動員するメカニズム
に関心を寄せる。すなわち，政府内部のアクターである女性政策担当機構も女性
議員も政策形成過程のマージナルな立場におり，ジェンダー政策を進める資源や
力が不足するため，市民社会との連携が極めて重要になる。多くの研究が指摘し
ているように，ジェンダー政策を導く政策ネットワークの最も重要な条件は，強
いコミットメントを持つ女性運動の存在であることは論をまたない（Stetson 
and Mazur 1995, Krook 2006, Shin 2006, 2008, Waylen 2007）。政策ネットワーク
論は，それらマージナルなアクターたちが連携によって存在感を増し，資源やサ
ポートの不足を克服する動員メカニズムの役割によってジェンダー政策の形成を
説明する。

しかし，政策ネットワーク論をフェミニスト・トライアングルのように女性を
代表すると想定されるアクター間の関係に限定する必要はない（Holli 2008, Celis 
et al. 2008）。ジェンダー立法に関わるアクターたちは事前に決まった三者関係に
限ることなく，ジェンダー立法のイシュー別に柔軟に形成される。強力なフェミ
ニスト・トライアングルは政策形成において最も重要な存在ではあろうが，ジェ
ンダー政策は様々な省庁を含め政府内外の複数のアクターたち，および彼女らに
よる（場合によっては重複する）複数のアクターの協力を得て可能になる。従っ
てフェミニスト・アクター間のインフォーマルな関係や女性政策担当機関のみに
限定する必要もない。21 世紀には，さらに国境を超えるトランスナショナルな
連帯も積極的に築き上げられ，その影響力を増している（Dufour et al. 2010）。
女性運動や政策ネットワークの広い連帯の形態を分析の視野に加える必要がある
だろう。
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Ⅱ− 4．フェミニスト制度論
以上の三つのアプローチはいずれも大きく分ければアクター中心のアプローチ

といえる。また，そこでのアクターはフェミニスト理念にコミットする女性であ
り，ジェンダー政策の推進は彼女らの戦略や影響力によって説明される。しかし，
そもそもアクターの戦略や影響力はどのように決められるのか。たとえば，フェ
ミニズムの信念の強いフェモクラットの役割や影響力はなぜ国によって異なるの
か（Chappell 2002）。これらの疑問は行為者の存在による説明だけでは解けない。
むしろ，どのような条件であれば政策の推進に好意的なアクターが政策形成過程
にもっとも影響力を果たしうるのかを分析しなければならない。従って，アクタ
ーの行動や戦略，政策形成における影響力は，彼女らを取り巻く制度的環境との
相互関係の中で理解される必要がある。

近年フェミニスト政治学はアクターとその構造的条件の両方を分析の視野に入
れた新制度論を援用し（9），ジェンダー視点から新制度論を捉え直したフェミニス
ト制度論に取り組んだ（10）。フェミニスト制度論は，新制度論の議論を受容しつ
つ新たな修正を試みる。最も根本的な修正は制度のジェンダー中立性に関する新
制度論の暗黙的な前提に加えられた。フェミニスト制度論は，ジェンダー中立と
想定されるあらゆる制度にジェンダーはすでに組み込まれていると指摘する。制
度の成立条件や意味，ルールは，既存のジェンダー関係や規範を組み入れたもの
であり，制度の効果もジェンダー中立ではない。すなわちジェンダー立法が行わ
れる意思決定の場である国会や行政はその制度に参加する男性及び女性行為者の
行動に異なる意味を付与し，アクターの戦略の選択ならびに達成しうる目的を制
限し，特定の行為を可能にしたり，コストを高めたり，または不可能にしたりす
る効果を生み出す。

従って，フェミニスト制度論は制度によるジェンダー化された権力効果に敏感
である。従来の組織的な側面─例えば，政党，司法，官僚等─及び公式ルー
ルに加え，慣習のような非公式（informal）制度に注目を喚起し，一見ジェンダ
ー中立的な公式制度や法政策がジェンダー不均等な効果を生み出すのは，公式制
度の運用に動員される様々な非公式制度の効果によると指摘する。非公式制度は
インフォーマルであるが故に外部には知られず，新しいアクターを排除するメカ
ニズムとして機能し既成権力を維持，強化する（Acker 1992, Connell 2002, 
Chappell 2006, Franceschet et al. 2012）。近年の研究では，男性政治家のインフ
ォーマル・ルールやネットワークがどのように女性の参入を妨げ，政治領域にお
ける強固な男性の優位性を維持するのかが考察されている（Bjarnegård 2013, 
Kenny 2013, LeBlanc 2010）。このように制度は，既存の権力の維持，再生産の
ツールの役割を果たし，逆に制度変化がもたらされる場合には，権力関係の再配
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置が伴われるのである。
ではジェンダー立法のような制度の変化はどのように説明されるだろうか。従

来の新制度論は制度の経路依存性を強調する傾向があり，制度変化の要因を外部
からのショック─例えば，経済危機や震災など大規模な歴史的出来事─に求
めてきたが，フェミニスト制度論はフェモクラットや女性議員のように政治内部
で既存の制度の変革を求める行為者の役割にも注意を払う。それは，制度はアク
ターの行為を制限するのみならず新しいチャンスや資源を提供する効果もあるか
らである。たとえば，女性政策担当機関が政府組織の中で占める位置づけによっ
てジェンダー政策を進める正当性を得るか，新しい資源を獲得することも可能で
ある。また，大規模な根本的な制度変化だけではなく，過去の制度に依拠しなが
ら少しずつ生じる変化の積み重ねの結果に注意を払うことで（11），制度がもたら
す機会構造（opportunity structure）を活かしてアクターたちがもたらす変化に
気づくことができる。小さい変化であっても，その変化自体が次のチャンスを開
く，さらなる変化の可能性を広げられるからである。このような理論的立場に立
つならば，ジェンダー政策変化の説明は，政治内外の行為者の戦略や目的を形成
する制度的条件，すなわち，どのような制度的制限があり，または可能性が開い
ており，その範囲で行為者がどのような戦略を取れたのかを理解することになる。
その際に，小さな政策変化が次にもたらすより大きな政策変化へと重なっていく
変化の連鎖にも注意を払うべきである。

次の節からは韓国のジェンダー立法を事例として，以上の理論的立場から 1）
ジェンダー政策にコミットする行為者と政策ネットワーク，2）行為者を取り巻
く制度的条件─タイミング，チャンネル，ネットワーク，過去の政策等─を考
察し，ジェンダー政策形成過程の特徴を明らかにする。

Ⅲ．韓国の選挙候補者女性クオータの導入（12）

選挙候補者女性クオータ制度は，女性の政治的代表性を高めるために多くの国
で導入されているが，選挙制度の改革や政党の候補者選択の自由を制限するため
政党の反対が大きい。韓国では，2000 年に初めてクオータ制度を導入したが，
当時の制度は政党にクオータの実施を完全に委ねた極めて弱い形態であった。法
的拘束力を持つ現在の制度に改正したのは 2004 年であり，この立法過程で女性
運動が一貫して重要な役割を果たした。この事例は，政党の利害関係に直接関わ
るため，政治内部のアクターより，政治外部のアクターが中心的な役割を担い，
とりわけ政策起業家の役割を果たした政治改革委員会が注目に値する。クオータ
制度の立法過程は，ジェンダー立法を長い期間積み重ねた改革の連鎖として理解
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すべきことを示す。

Ⅲ− 1．制度改革に向けた女性運動の連帯ネットワーク
韓国は 87 年に民主化され，直接選挙による大統領選挙と単院制の国会を根幹

とする新しい政治制度が出発した。しかし，政治領域における女性の代表性は極
めて低く，90 年代まで政治は男性の領域であった。90 年代の女性運動は，ジェ
ンダー平等を目指す新しい立法を求めたが，圧倒的な男性優位の国会ではジェン
ダー立法は常に後回しにされ，女性達にとって民主化はまだ未完成のものであっ
た。

このような状況を打破するために，女性団体は早くから女性の平等な政治参画
を訴え，1990 年代に入ってから選挙の女性クオータ制度の導入を訴え始めた（金
ソンウク，金ミョンスク 1994，李ミキョン 1998）。その動きは女性の政治参画の
必要性を強調した北京会議に刺激されて一層活性化したが，女性運動の要求が立
法化に至ったのは，新制度論から言うならば，行為者と制度に関わる二つの条件
が整ったからである。一つ目は，行為者自体の変化，すなわち，民主化過程に誕
生した「新しい」女性運動団体がクオータ立法に加わったことである（13）。従来
女性の政治代表性の課題には中産階級の既成女性団体が取り組んできたが，「新
しい」女性団体は政治と既存の女性団体とは距離をおいていた。しかし 1990 年
代半ばから運動の方向性を変え，女性の政治参加及び代表性に積極的な立場に変
化した。民主化の成果として新たに創設された地方選挙を，草の根民主主義の実
現にむけた女性の政治参画の機会とみなされ，地方議会へ女性の進出を促す運動
に取り組んだからである。このような過程を経て，女性の政治的過少代表の改善
は，女性運動全体の優先課題となった。

女性運動は，2000 年のクオータ制度の導入，さらに 2004 年には法改正による
制度の強化，その後男女同数候補者制度を目指す運動のように，一つの制度改革
を成し遂げると，その改革の成果に基づく更なる目標を設定し，運動を発展させ
た。新しい制度の機会と制限の中でつねにジェンダー平等の大きな目標にむけて
改革を重ねてきたのである。そのために，女性運動は様々な連帯や政策ネットワ
ークを組んで活動を行った。女性たちの政策ネットワークは不足する資源や政治
的影響力を克服するためにフェミニスト・トライアングルを越え他の市民社会団
体にまで柔軟に広がった。

クオータ制度の導入のために初めて作られた女性団体の連帯は，1994 年 8 月
に 56 女性団体が結成した「割当制導入のための女性連帯」（以下「女性連帯」）
であった。この連帯組織は世代と理念を異にする「韓国女性団体協議会」と「韓
国女性団体連合」による初めての連帯活動であった（李ミキョン 1998:34）。「女
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性連帯」は 94 年以来クオータ制度の法的根拠がもうけられた 2000 年頃まで活動
し，クオータ制度の導入にもっとも重要な役割を果たした。

Ⅲ− 2．政治的環境と新しい機会構造の生成
クオータ制度の導入を可能にした二つ目の要因は，連続した政治改革という新

しい機会構造の形成であった。新しい政策は従来の制度が大きく揺れる時期に受
け入れられやすくなる。韓国では民主化の試行錯誤の過程であった 90 年代以降，
選挙の度に政治改革が訴えられ，選挙制度が繰り返し改革された。このことは制
度の変動をもたらし新制度の導入を容易にした。女性団体は，この激しい政治変
動期に市民社会が展開した政治改革運動に積極的に参加し，女性の過少代表の問
題を訴えることができた。政治改革は，民主主義の定着をめざす 1990 年代の韓
国社会においてもっとも重要な課題であったため，女性団体は，政治改革で開い
た機会を逃さずに働きかけ，クオータの制度化にこぎ着けた。

90 年代の「女性連帯」の運動は，直ちに女性議員を増やすまでに至らなかっ
たが，それまで当然とみなされてきた女性の政治的過少代表の深刻さと政党の後
進性とを広く世に知らしめることができた。政党の旧態依然とした行動や自己利
益追求的な行動に失望した世論は，政党運営と選挙制度の大胆な改革を求めてい
た。その中で，「女性」は新しい政治の象徴となり，女性の社会進出やジェンダ
ー平等についても好意的に受け止める雰囲気が形成された。1995 年には「女性
発展基本法」が策定され，ポジティブ・アクションの法的根拠も設けられた。社
会の様々な面においてジェンダー平等や女性の社会進出の必要性が社会的正当性
を得やすくなったのである。

この機運は，1990 年代末のアジア通貨危機後の政治改革の中でクオータ制度
の導入へと結実した。政界は経済危機も顧みず自己利益にのみ執着してきた責任
が厳しく問われ，世論と「政治改革を求める市民社会連帯体」に後押しされ
2000 年総選挙に向けて制度改革に着手した。各政党は意見の相違を調整できず，
政党合意案は世論の期待に遠く及ばないものであった。比例代表議席のうち
30％を女性に割り当てるクオータ制度を政党法改正に盛り込んだのが唯一の成果
であったと言われる（14）。もっともこの改正案は，2 人の女性議員が議員立法とし
て改正案を提出したことがプレッシャーになり政党案に盛り込まれるようになっ
たのであった（南伊インスン 2012:24）。

2000 年の改正政党法では，国会および広域議会比例代表候補者の 30％を女性
に割り当てるクオータ規定がもうけられ，韓国で初めてクオータが法律に明記さ
れたという点で大きな進歩であった。しかし，他方でそれは，法的強制力を持た
ない宣言的な条項に止まり，クオータの実施を政党の努力に完全にゆだねた極め
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て弱いものであった。また，全政党が規定を守ったとしても，地方選挙区に対し
て元々少ない比例代表 46 席の 30％を割り当てるだけであったため，全議席の 5
％を占めるにすぎない数値であった（15）。実際，政党法改正直後の 2000 年総選挙
では，与党であった民主党が 32.6％を推薦し法律で定めた 30％勧奨を守っただ
けで，野党の女性候補者ははるかに少なかった。さらに，女性候補者は全体的に
当選圏外の低い順位に配置され，比例区における女性の当選率は 23.9％に止まっ
た（金ウンヒ 2010：82）。そのため，2000 年のクオータはほとんど効果が期待で
きないものであった。

Ⅲ− 3．クオータ制度の改善
韓国の選挙政治の特徴は選挙の度に国会で「政治改革特別委員会」が設置され，

新しい制度改善のチャンスが開かれることである。2002 年に入って韓国の選挙
制度は大きく変化し，その流れの中で女性クオータ制度も強化された。この時期
の改革を促したのは，まず，90 年代に急成長した市民社会が中道左派政権のも
とでさらに活発化したことと，憲法裁判所による旧選挙制度の違憲判決が新しい
改革を後押ししたことである（16）。特に選挙制度の違憲判決は，直ちに選挙制度
の改革に着手しなければならない状況を生み出した。

女性団体は，政治改革という大きな枠組みの中で，政治改革を目指す他の市民
団体と連帯を広げ，クオータ制度の実効性を確保する改革を求めた（南伊インス
ン 2012）。違憲判決が下された比例代表制度は政治改革の議論の争点になり，一
人一票制度が一人二票制度に改正されることは決まったが，比例の定数や選出方
法などについては各政党の意見が激しく対立した。宣言条項にすぎないと厳しく
批判された女性候補者クオータは，再び注目を集め，2002 年の改正で大きく前
進することになった。改正「政党法」や「公職選挙及び選挙不正防止法」（17）では，
30％だった比例代表のクオータを 50％に引き上げ，奇数を女性に当てるジーパ
ー方式（18）の配置方法が導入されたのである。また，地方選挙広域議会に限って
ではあるが，初めて，クオータに違反した場合に候補者の登録や比例名簿の受理
をしないという罰則規定も設けられた。

小選挙区には 30％を女性候補者に割り当てる規定が盛り込まれた。この改正
では強制措置を設けるまでには至らなかったが，30％女性クオータを満たした政
党に女性候補推薦補助金を追加支給するインセンティブ制度を設けた。この
2002年の改正内容は女性団体が要求してきた内容を大幅に反映したものであり，
後には国政選挙制度にも同様な規定が適応されるようになり基本的に現在まで韓
国のジェンダー・クオータ制度の骨格を構成している。

ただ，2002 年の改正は，比例代表の女性クオータの数値を男女同数に上げた
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ものの，小選挙区クオータはなお勧告条項にとどめていた。そのため，比例代表
の割合が低い地方選挙では女性の躍進は依然として厳しい状況であった（19）。各
政党は議席の大部分を占める小選挙区で 30％クオータを満たさず，女性たちは
公認を受けることが極めて難しかった。そのような状況を目の当たりにした女性
団体は，小選挙区クオータを強制する制度改善を求める運動をさらに展開し，
2006 年には地方選挙に限ってであるが選挙区クオータにも強制事項が盛り込ま
れるようになった。　

2000 年代前半は，市民社会がもっとも活性化し選挙制度が大きく変動した時
期として，女性団体にとっても大きなチャンスが開かれた。政治改革は，2002
年 12 月の大統領選挙でも主な争点になり，各政党から様々な公約が打ち出され
た。市民社会はそれをきっかけに 2003 年には再び「政治改革のための市民連帯」
を結成し政界に圧力をかけた。もっとも「市民連帯」のメンバーは，政治改革に
積極的な政治家とも連携して官民共同の「凡国民政治改革協議会」を結成し，具
体的な対案を突きつけながら政治改革に拍車をかけた（20）。その「協議会」は「政
策起業家」の役割を担い政党を説得する役割を果たした。「協議会」が要求した
案では国政選挙における比例代表候補者名簿の女性クオータを 50％にすること
も盛り込まれたが，主要政党はまたもや「割当制は政党自律に任せるべき」だと
反対し，50％クオータが政党合意案から削除される事態が起きた（21）。この後退
は激しい批判を浴び，50％クオータ案は間もなく復活したが，クオータに対する
政党の根強い抵抗を再確認する機会となった。　

結局 2004 年の改正で，国会議員についても 2002 年地方選挙クオータ制度と同
様の条項が盛り込まれ，比例代表候補者の 50％を女性に割り当てることや，比
例名簿作成方法に両性の配置を女性から開始するジーパー式が明文化された。た
だし，この改正でクオータの違反に対する罰則条項は抜け落ち，女性団体を落胆
させた（趙ヒョンオク・金ウンヒ 2010）。小選挙区についても，地方選挙と同様
に 30％のクオータとし，それを達成した政党に国庫補助金を支給するインセン
ティブ制度を設けた。国政選挙のクオータ制度では，2004 年の法的枠組みがほ
ぼ踏襲されている。地方選挙についてはその後も改正が続き，前述したクオータ
の強制履行に関する規定が追加されたが，いずれにおいても，女性の政治的代表
性を画期的に向上させるような更なる制度変化は行われないまま現在に至ってい
る。しかし，クオータ制度によって国会に進出した女性議員達は 2004 年の国政
選挙で前回 5.9％から 13％へ 2 倍以上に増え（申 2014），次の節で見て行くジェ
ンダー立法に国会内部から働きかけるクリティカル・アクターの役割を果たした
ことは意義深い。
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Ⅳ．家族法改正：戸主制度及び戸籍の廃止

二つ目の事例として韓国の家族法改正を取り上げる（22）。2005 年 3 月 2 日に第
17 回通常国会で戸主制度の全面廃止を含む民法一部改正案が採択された。家族
法改正は，家父長制に基づいた従来の家族制度から脱却し平等な関係を築くため
の韓国女性運動の最大課題であった。2005 年の改正は，1948 年新民法の議論が
始まって以来半世紀以上続いてきた改正運動を継承した最も長い女性運動の成果
ともいえる（Shin 2006）。従って女性運動の役割なしでは家族法改正を語ること
はできないが，この時期の制度的条件が女性運動のパワーを最大に広げたことに
も注意を払いたい。家族法改正の過程は，クオータ制度より広範囲のアクターが
関わり，かつ，政府や政党内部の制度的条件が大きな役割を果たした。さらに，
政治改革とは違って，強力な反対勢力が立ちはだかったため，女性運動は反対勢
力をしのぐ能力と政策連携が必要であった。その意味で家族法改正は，女性運動
の力のみならず政治内外のネットワークや制度的力量が総動員され成し遂げられ
た制度変化と見るべきである。クオータ制度で女性議員が急増した 2005 年の 17
回国会で改正案が成立したこともその一環であろう。

Ⅳ− 1．女性運動の連帯政治と制度的条件
2000 年代までの韓国のジェンダー立法運動の特徴としてもっとも際立つのは

柔軟な連帯政治である。家族法改正運動では，その中でももっとも幅広い連帯が
形成された。特に，改正運動後半に政治的力を持つ強力な反対勢力や反対世論を
乗り越えるために，理念的に保守的な市民団体まで協力を求めて政策ネットワー
クを広げた。

韓国女性運動による長い歴史を持つ家族法改正運動が復活したのは，前述した
変動期の 90 年代末である。この時期に家族法改正運動が本格化したのは，現実
の家族生活と家族法の定める「家」とのギャップが大きな矛盾を表していたから
であるが，直接のきっかけは 1997 年の二つの出来事であった。その一つは，憲
法裁判所（23）の違憲判決であり（Ⅳ− 2 節で詳しく述べる），二つ目は，1997 年世
界女性の日に始まった「父母姓ともに名乗る」キャンペーンであった。「父母姓
ともに名乗る」キャンペーンは，有識者女性を中心に始まり，社会的な注目を集
めた。韓国では姓は変わらないとの認識が根強く，子どもは父系の姓を継承する
ため，この文化運動の参加者が使った姓名に母親の姓を追加した 4 文字の名前は
一般人には馴染みのないものであった。しかし，この運動は，名前に潜む家父長
制と母の不存在を象徴的に訴えたことで，最も個人的とみなされていた個人の名
前の権力性を表した。日常の生活に浸透している家父長制を顕在化し，家族法改
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正の必要性にも関心を呼び起こした。
法改正のための組織的な働きかけは，前節でも言及した新しい女性団体の韓国

女性団体連合（女連）が戸主制度廃止に取り組んだことから始まった。女連が家
族法改正のリーダシップをとったのはこの運動において大きな意味を持った。過
去の家族法改正運動は，韓国初の女性弁護士である李テヨンのリーダシップの下
に運営されていた韓国家庭法律相談所を中心に行われてきた（李テヨン 1992）。
しかし，民主化以降の女性運動の軸は徐々に女連を中心とする新しい女性運動に
動いていたため，女連の取り組みは，家族法改正運動が次世代女性団体に受け継
がれるとともに，2000 年前半の中道左派政権のもとで女連と理念的に近い市民
団体の協力を得て政治的影響力を持つことを意味する。

家族法改正のための女性運動は当初から連帯を形成し展開された。1998 年に
女連をはじめ，韓国家庭法律相談所，「戸主制廃止のための市民の集まり」，それ
から韓国女漢方医協議会の 4 団体は共同シンポジウムを開催し，それぞれの立場
から家族法の問題点を確認したことで改正運動の必要性が共有された。その延長
線で 2000 年には「戸主制度廃止のための市民連帯」（以下「市民連帯」）を結成
した。国会に対して圧力をかけることと平行し，2001 年には戸主制度の違憲性
を憲法裁判所に訴え，多角的な働きかけを始めた。その頃，女性政策担当機構と
して女性省（現在「女性家族部」に改編された。以下日本的文脈を考慮し，「女
性省」と称する）が発足し，大臣には女連の元代表の韓明淑（ハン・ミョンスク）
が就任した。この新しい展開は，国家内部で女性問題が独立した政策課題として
制度的に取り上げられる空間が築かれたことと，政策決定過程に制度的バックア
ップを持つフェモクラットが関わるようになったことを意味する。女性運動は国
家内部のフェモクラットと緊密に交流しながら，国家に影響力を及ぼす安定的な
チャンネルを確保したのである。

さらに 2002 年に，家族法改正を公約した盧武鉉（ノムヒョン）政権が発足す
ると，家族法改正は国政 10 大課題に取り上げられ，女性運動の主張から政府の
国政課題に格上げされた。盧武鉉政府は「戸主制度廃止特別企画団」を発足させ，
そのメンバーに法務省，女性省をはじめ，女連，韓国家庭法律相談所など戸主制
度廃止に取り組んできた団体，民主社会のための弁護士の集まり，参与民主社会
と人権のための市民連帯，環境連帯など影響力のある市民団体を参加させた。そ
れら市民団体は，民主化以降韓国市民社会の代表として盧武鉉政権の様々な政策
決定に参加し，政治に大きな影響を及ぼしてきた。女連はそのような市民団体の
協力を得て戸主制度廃止を市民社会の喫緊の課題として位置づけ広い支持を集め
ることができた。



─ 49 ─

政治を動かそう─政策形成過程とジェンダー・ストラテジー

Ⅳ− 2．制度的チャンネルと制度の力量
家族法改正は，盧武鉉（ノムヒョン）政権が発足した 2003 年から国会で改正

案が成立された 2005 年まで国政課題として取り組まれ，ジェンダー立法におけ
る制度的力量の重要性を認識させた。この段階では，反対派のみならず政府内部
の利害関係や縦割りを克服することが課題となり，そのために政権内部のフェモ
クラット，女性省，及び女性議員らが重要な役割を果たした。女性団体は名目上
の形式的役割ではなく実際的な主体として政府の戸主制度廃止特別企画団に参加
し，法改正に導かれた様々な制度的チャンネル（人権委員会，議員立法，裁判）
を多角的に動員できた。とりわけ憲法裁判所 の判決は大きな後押しとなった。

1 ）国家人権委員会と女性省
政府レベルで最初に戸主制度廃止の意見を出したのは，国家人権委員会であっ

た。2003 年 3 月 10 日に国家人権委員会は，2001 年に憲法裁判所で訴えられてい
た戸主制度の違憲性に対して，「戸主制度は家族間に主従関係，父性優先主義，
男系血統継承を合理的理由なく強制し，人間としての尊厳と価値，幸福追求権，
平等権を侵害している。したがって，憲法に違反し，人権を侵害している」との
意見を出した。その翌月には発足後 1 年の女性省が 2003 年 4 月の国務会議（日
本の内閣府会議に当たる）で戸主制度廃止の必要性を報告し，戸主制度廃止のた
めの政府の取り組みが本格化した。家族法は民法規定であるため，法務省の所管
であったが，戸主制度の問題が女性の家族内また社会的地位に直接かかわるため，
女性省が国務会議への報告を担当した。新生省庁の大臣が縦割り行政の境界を超
えジェンダー立法のイニシアティブを取ったのである。家族法改正の鍵を握った
二つの省は法務省と女性省であったが，各省の大臣にフェミニスト弁護士と女性
運動出身のフェモクラットが就任していたのがそのような反乱を可能としたと考
えられる。

2 ）戸主制廃止特別企画団
女性省が 2003 年 4 月の国務会議で最初に報告した直後，政府は 5 月 16 日に政

府各省庁と市民団体が参加する「戸主制度廃止特別企画団」（以下「企画団」）を
発足させた。「企画団」は，女性省の次官を企画団長として，法務省を含む 7 の
政府部署と 13 の女性市民団体が参加した官・民共同協議体で，以下の 4 つの分
科で構成されている。

政府の各部署は当初は参加に積極的ではなかったが，女性省の説得により企画
団に参加し協力した。「企画団」の会議は改正民法案策定中の 2003 年に頻繁に開
かれた。企画団の主な役割は，政府内はもちろん，国民に対しての広報と合意を
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導くことにあった。とりわけ，女性省は企画団の団長を務め，統括企画分科，法
制整備分科，広告分科にかけて参加し，会全体を主催する役割を果たした。当時
の女性省は極めて小規模の省でありながらも，女性政策推進担当機関として政府
や国民に対してアピールできる初めてのリーダー役を担った。また，韓明淑女性
省大臣は，韓国女性団体連合の代表を務めた女性運動出身で，ジェンダー問題の
専門家でもあり，戸主制度問題に誰より積極的に取り組んだ。そういった背景か
ら，女性省は 2005 年の改正まで国会での説得，憲法裁判所へ戸主制度の違憲性
の意見提出など，女性団体との緊密な連携の下，政府内部で家族法改正運動をリ
ードした。

国民への広報も，多角的に行われた。特に国政広報處から支援を得て，全国
123 箇所の屋外電光掲示板に無料で戸主制度の問題や廃止の正当性を広報した。
また，女性省，メディア，女性団体がそれぞれ，時には協力して持続的に世論調
査も行い，問題意識を喚起し世論の変化を導いた。その結果 2003 年には世論も
家族法改正への賛成が反対を上回るように変化した。

実際，改正民法案を作成したのは，法務省に設置された「家族法改正特別分科
委員会」であった。最初法務省は，当部署の権限である家族法改正案作成過程へ
の他の部署の関与を不当とみなす立場であった。しかし，改正家族法の作成過程

 

企画団
（団長：女性部次官）

統括企画分科 法制整備分科 広告分科 国民参与分科

▲

主観：女性部▲

国務調整室，
　法務部，
　韓国女性団体連合

▲

主観：法務部▲

女性部，行政自治
部，法制處＊，民
主社会のための弁
護士会，韓国家庭
法律相談所，韓国
女性開発院

▲

主観：国政広報處、
女性部▲
文化観光部、女性
部、戸主制度廃止
のための市民の会

▲

主観： 韓国女性団
体連合、韓国家庭
法律相談所▲

他の 11 箇市民団
体

出所：申（2006）
＊日本の法制局に当たる。「部」は日本の「省」に当たる。

図１　「戸主制度廃止特別企画団」の構造
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に具体的な参加を主張した女性団体に譲歩し，法務省作成の原案を元に，企画団
で審議をして最終政府案を作成していくことに合意した。法務省の態度変化には
フェミニスト弁護士出身の女性大臣の影響も大きかった（24）。

企画団の国民参与分科では分科長を女性団体が担当し，他の市民団体との会議
を主導した。最初に企画団の国民参与分科に参加した市民団体は，戸主制度廃止
に賛成していた 11 の女性・市民団体であった。しかし，2005 年に入り，保守層
の支持を得て戸主制度廃止の正当性を高めるために，保守系団体として伝統的に
政府との関係が近かったセマウル運動全国委員会や自由総連盟が企画団に参加す
るようにしてもらった。国民参与分科は女性団体が中心となって個別国会議員に
対しても改正家族法の早期通過のために強く働きかけつづけた。政府も女性団体
のロビー活動を背後で支援した（25）。

企画団のモデルは，戸主制度廃止運動という社会運動の力が問題提起から法改
正という具体的な政策変化まで一貫して働いた面で韓国社会でも珍しいケースで
ある。これは，女性運動の力が第一に重要な要因であるが，女性省の役割，法務
省や女性省のフェミニスト大臣，盧武鉉政権といった中道左派政権の政治的環境
や制度的条件がその力を最大化したからである。

3 ）憲法裁判所の判決
家族法改正でみられた多角的な制度的チャンネルは，女性省はもちろん，国会

や司法にも及ぶ。特に，民主化の産物として 1989 年に生まれた憲法裁判所の役
割は言及に値する。まず，97 年に下した同姓同本禁婚制度に対する「憲法不合致」
の判決は家族法改正運動を触発させた。韓国の民法は，族外婚を原則とし同姓同
本のものは親戚とみなされ結婚を禁止してきた。しかし，現在の社会では同姓同
本であっても親等を数えられないほど完全に他人になっているため，本と姓が同
じだという理由で結婚を禁止するのは，多くのカップルを苦しめることであった。
89 年の第 3 次家族法改正でも維持された同制度は，結婚が成立しなかった同姓
同本の当事者によって憲法裁判所に訴えられ，97 年にその違憲性が認められた。
判決では同姓同本禁婚制度は憲法の幸福追求権に反するとされ，同制度は法的効
果を失うことになった。それは，国会による法改正だけではなく，憲法裁判とい
う新しい制度的可能性を示した点で意義深いことであった。

これに励まされて，2000 年に形成された「戸主制度廃止のための市民連帯」が，
原告団を募集し戸主制度を憲法裁判所に訴える戦略を講じた。市民原告団の 15
人は，それぞれソウルの本籍地管轄区役所に「無戸主に変更したい」および「離
婚後の母親が子供を自分の戸籍に入れたい」と申し出，区役所から受理不可の処
分を受けた。それに対して，ソウル家庭法院，ならびにソウル地方法院に不服申
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立を行った。家庭法院はその申立を却下したが，2001 年ソウル地方法院の北部
支院と西部支院は，戸主制度に関する民法の条文について憲法裁判所に違憲審査
を申立てることを決定した。

憲法裁判所が審議を進めている間も「市民連帯」は戸主制度の問題点や違憲性
に対して意見を提出するなどの運動をつづけた。憲法裁判所は法務省にも意見を
求め，法務省は 2001 年に合憲意見を表明するが，2003 年「企画団」の活動とと
もに違憲に立場を修正した。政府が積極的に戸主制度廃止に取り組み，2003 年
秋に改正家族法案が国会に提出されると，憲法裁判所もその様子を窺いながら審
議をかさねた。2003 年の国会では改正民法案が審議されず第 16 国会が閉会にな
った時には家族法改正は不透明だった。2004 年総選挙で改正賛成派の与党が多
数を占めることになると，政府は改正法案を提出し，議員立法で提出されていた
複数の改正案とともに審議が始まった。第 17 国会で家族法改正が多数派になる
ことが明らかになった時点で，憲法裁判所は 2005 年 2 月戸主制度の違憲判決を
下したが，国の法制審議会の決定より 1 ヶ月弱早い判決であった。憲法裁判所の
判決はその内容より，最高法解釈機関として戸主制度廃止の正当性を確実にした
ことに意義がある。

Ⅴ．おわりに

以上の本論ではジェンダー政策形成に関するフェミニスト政治学の先行研究を
検討し，四つのアプローチを見出しその有効性を考察した。ジェンダー立法はフ
ェミニスト信念を持つ政府内の女性アクターを中心に説明されてきたが，近年に
は政策形成過程に関わるアクターを取り巻く制度の役割に分析の軸をシフトさせ
たフェミニスト制度論が注目を集めている。本稿でもその有効性について概観し，
2000 年代に実現した韓国の二つのジェンダー立法を取り上げ分析した。その分
析から下記のようなことが明らかになった。

第 1 に，ジェンダー政策の変化は過去の制度を修正する漸進的な変化である。
また，一つのジェンダー政策は次の政策変化を実現しやすい環境を構築する。女
性の政治的代表性を向上させたクオータ制度の導入や女性省の新設は 2005 年の
家族法改正の実現を導いた。その際に，大統領選挙，国政選挙で中道左派政権の
誕生は，ジェンダー政策に好意的な政治環境であった。制度変化にはタイミング
や積み重なる成果が背景にある。

第 2 に，女性運動はジェンダー立法過程において韓国でも最も重要な役割を果
たしたが，政策の性格によって政策ネットワークの範囲は異なる。クオータ制度
の導入は，選挙制度の変化を伴うため，政治改革という市民社会の共通の目標に
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クオータ制度を加える方法と政党への働きかけが重要であったが，家族法改正の
場合には，直接立法活動に参加しない市民団体と広い連帯を築き，特に政府内部
のフェモクラットや女性議員との連携が重要であった。この場合は実際資源や権
力を持つフェモクラットが複数いた点や女性省が積極的な役割を果たせたことが
重要であった。

第 3 に，韓国で 90 年代以降の制度的改革によってジェンダー関連政策形成の
制度的力量が増していった。とりわけ，女性省（現女性家族省），憲法裁判所，
フェモクラットとクオータ制度により増加した女性議員は女性運動の主張を政策
課題にのせ，政府に直接訴えるキーパーソンの役割を果たした。女性省は「所管」
としてジェンダー問題を取り上げ，政策決定のリーダシップを取ることができた。
保守政権に交代されて以来韓国のジェンダー政策が低迷している理由もこれらの
制度的力量が低下したことによると考えられる。

第 4 に，制度的な圧力通路が多様化していたことは反対を乗り越え推進力を得
ることに貢献した。特に，家族法改正においては国家人権委員会，議員立法，憲
法裁判所，政府の企画団のように多様な制度的圧力通路が動員された。

（シン・キヨン　お茶の水女子大学）

［注］　　　　　　　　　　　　　　　
⑴　その理由の一つは日本の政治学におけるジェンダー研究が遅れていることが挙げられる。た

だし，日本でも社会政策学の福祉国家論やジェンダー法学の分野では，政策・制度分析にみ
るべき研究成果が多く蓄積されている。

⑵　例えば，Stetson and Mazur 1995 を出発点とした共同リサーチネットワーク the Research 
Network on Gender Politics and the State（RNGS）が代表的である。主に欧米のケースを
挙げて国家フェミニズムの分類や国家フェミニズムの実現条件について考察した。その成果
は Mazur 2001, Lovenduski 2005, Outshoorn 2004, Outshoorn and Kantola 2007 などがある。

⑶　例えば，女性の政治的代表制を地域別にみると，アジアの平均は 18.8% でヨーロッパ，南北
アメリカ，サハラ以南のアフリカ地域よりも低い （http://www.ipu.org/wmn-e/world.htm 
2013/09/03 検索）。

⑷　ジェンダーギャップ指数で見られるように，特に政治・経済的エンパワメントについてジェ
ンダーギャップが大きいが，それを改善する積極的な政策的取り組みは少ない。

⑸　本文では「政策」を具体的な達成目標や予算を持つ，法律に基づく政策のパッケージを意味
し，「制度」は従来の組織的な概念（例えば，行政府，司法など）に広範囲のフォーマル・
インフォーマルルールや規範，考え方も含む新制度主義の定義を用いる。

⑹　例えば日本においても，男女共同参画基本計画に 2020 年まであらゆる指導的地位に占める
女性の割合を 30％にまで引き上げる目標値を立てている。

⑺　フェモクラットはフェミニスト官僚を指す言葉で，フェミニスト（feminist）と官僚（bu-
reaucrat）の合成語である。オーストラリアのフェミニスト研究者 Sawer によって作られた

（Sawer 1990）。
⑻　オーストラリアの例は Sawer（1990, 2003），イギリスの福祉政策の変化における労働党フェ
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ミニスト政策アドバイザーについては Annesley （2010），日本の DV 防止法の策定過程にお
ける超党派女性議員ネットワークについては岩本（2005），戒能（2001）を参照。

⑼　新制度論は政治学のみならず社会学，経済学でも用いられ非常に多様であるが，政治学で議
論される場合は，歴史的制度論，合理的選択制度論，社会学的制度論を指す場合が一般的で
ある（Thelen 2004, 建林 1999）。最近は制度の意味や正当性付与における言説の役割を重視
した言説的制度論を加える場合もある（Krook and Mackay 2011）。

⑽　フェミニスト制度論自体も脚注 15 で紹介した四つのサブ理論に当たる立場があるが，ここ
ではその全体を共通する前提に焦点を当てる。

⑾　Mackay は，このような新制度の連続性を“nested newness”と表現している（Krook and 
Mackay 2011）。

⑿　ここでまとめる韓国のクオータ制度に関する詳しい議論は，申（2014），Shin （2014）を参照。
⒀　韓国では民主化過程に結成された同時代の若い女性たちの女性運動団体を中産階級女性中心

の既成女性運動団体と区別し「進歩的」女性運動団体と称する。既成女性運動団体が家族観，
政治的理念や運動方法において保守的な性格を持っているのに対して，これら女性運動団体
は理念的に中道左派で，家父長制，性暴力，女性労働などの問題に積極的に取り組んだ（韓
国女性団体連合 1998）。2010 年代の現在は，これら「進歩的」女性運動団体も「既成女性運
動団体」と批判されるほど，さらに若い世代の新しい女性運動団体が活動している。本稿で
は，研究対象時期を考慮し，民主化運動前後に結成された女性運動団体を「新しい」女性運
動団体を称する。新しい女性運動については Shin（2008）を参照。

⒁　政党が提案した改正案は市民社会から「改悪」案と批判された（ハンキョレ新聞社説「半改
革的選挙法改正」2000 年 2 月 10 日）。

⒂　2000 年総選挙までは 1 人 1 票による比例代表制と地域選挙区制の並列制度であった。2004
年からは 1 人 2 票制度に改正され，有権者は比例代表を決めるために支持政党に 1 票，さら
に地域選挙区代表を決めるために候補者個人に 1 票を投じられるようになった。

⒃　選挙制度は小選挙区と拘束式比例代表制度を実施していたが，有権者は地域区候補者に 1 票
を投じるのみであった。小選挙区では多数得票者が当選するが，比例代表の議席数は，小選
挙区の得票数の全国集計によって配分された。この方式は憲法裁判所によって違憲判決が下
された。

⒄　1995 年に統合選挙法として成立した選挙法のことである。不正選挙を防止することが重要
な目的であったが，2005 年に「公職選挙法」に名称変更された（鄭デファ 2008）。

⒅　候補者リストに男女を交互に配置するため，このような名前で呼ばれている。
⒆　地方選挙の女性候補者割合の低さについては保守系全国紙も強い批判の意見を出している。

法律違反に対する不利益条項がないことが問題であると指摘した（東亜日報社説「女性候補
フランス 39％，韓国 3.5％」2002 年 6 月 10 日）。

⒇　鄭デハァ 2008:16.「凡国民政治改革協議会」の活動と 2004 年の政治改革については（磯崎
典世，大西裕，2011）を参照。

�　ハンキョレ新聞社説「無産された比例代表 50％女性割当」2004 年 1 月 17 日。
�　施行は 2008 年 1 月 1 日。民法改正によって戸主を中心とした戸籍を廃止し，家族関係登録

部に変更された。この改正には，同姓同本禁婚制度の廃止，親養子制度導入，姓不変主義と
父系血統主義の緩和，女性再婚禁止期間の廃止なども含まれた。

�　日本の司法体系にはない裁判所で，最高裁判所と別に独立している裁判所として，あらゆる
法律が憲法に違反しているかを判断する機能を果たしている。

�　法務省の官僚は，大臣の意志に従って家族法改正賛成の立場に転じたと言われる（筆者イン
タビュー，2006 年 5 月ソウル）。
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�　筆者インタビュー（女性省担当官 2006 年 11 月ソウル）
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Rethinking Policy-making Process for 
Gender Equality in South Korea

SHIN Ki-young
（Ochanomizu University）

How does gender equality legislation come about? What explains the differences in 
policy-making process among liberal democracies? This article reviews existing literature 
on critical mass, critical actors, policy network（feminist triangles）as well as feminist 
institutionalism to examine to what extent the existing theories of policy-making process 
for gender equality can explicate variations in policy-making processes and their 
outcomes. It argues that a better understanding of policy-making process for gender 
equality requires a situated analysis of feminist actors and their networks, both inside and 
outside of the state, who are acting for gender equality legislation in concrete gendered 
institutional contexts. The article utilizes this theoretical insight for analyzing two gender 
equality legislations in South Korea, legislative female candidate quotas and family law 
reform, in order to highlight gendered process of policy-making in the context of male-
dominant politics.

Keywords: feminist institutionalism, policy-making process, critical actors, policy 
network, South Korea, family law, quota


